
平成２６年度　決算の概況





(単位：千円）

科     目 決算額
前年度
決算額

対前年度
増減率

科     目 決算額
前年度
決算額

対前年度
増減率

市 税 23,327,148 23,125,138 0.9% 議 会 費 514,572 515,379 ▲0.2%

地 方 譲 与 税 585,201 612,412 ▲4.4% 総 務 費 9,669,651 9,912,378 ▲2.4%

利 子 割 交 付 金 60,626 67,786 ▲10.6% 民 生 費 31,850,194 29,891,456 6.6%

配 当 割 交 付 金 148,888 90,440 64.6% 衛 生 費 6,089,320 6,221,682 ▲2.1%

株式等譲渡所得割交付
金

77,174 95,056 ▲18.8% 農 林 水 産 業 費 3,563,775 3,381,137 5.4%

地 方 消 費 税 交 付 金 2,369,709 1,971,201 20.2% 商 工 費 11,203,937 12,220,720 ▲8.3%

ゴルフ場利用税交付金 19,514 27,391 ▲28.8% 土 木 費 6,987,047 9,063,744 ▲22.9%

自 動 車 取 得 税 交 付金 90,084 148,139 ▲39.2% 消 防 費 2,606,319 3,210,259 ▲18.8%

地 方 特 例 交 付 金 76,624 85,534 ▲10.4% 教 育 費 6,805,034 7,063,687 ▲3.7%

地 方 交 付 税 25,153,556 25,845,419 ▲2.7% 災 害 復 旧 費 151,462 202,488 ▲25.2%

交通安全対策特別交付
金

26,566 31,089 ▲14.5% 公 債 費 11,865,988 11,553,565 2.7%

分 担 金 ・ 負 担 金 1,172,221 1,551,744 ▲24.5%

使 用 料 ・ 手 数 料 1,550,120 1,658,423 ▲6.5%

国 庫 支 出 金 11,677,393 12,561,170 ▲7.0%

県 支 出 金 6,204,094 6,316,197 ▲1.8%

財 産 収 入 849,103 270,303 214.1%

寄 附 金 246,184 132,279 86.1%

繰 入 金 875,698 2,730,041 ▲67.9%

繰 越 金 2,088,931 1,937,721 7.8%

諸 収 入 9,658,513 8,632,143 11.9%

市 債 7,031,649 7,435,800 ▲5.4%

計 93,288,996 95,325,426 ▲2.1% 計 91,307,299 93,236,495 ▲2.1%

平成２６年度　一般会計決算総括表

歳        入 歳        出
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一般会計歳入歳出決算の分析　～単位：千円～

[ 歳入 ]

26年度 25年度 増減 対前年度比

（１）市税 23,327,148 23,125,138 202,010 0.9%

① 個人市民税 7,799,173 7,766,643 32,530 0.4%

　

② 法人市民税 2,227,944 2,008,382 219,562 10.9%

③ 固定資産税（家屋） 5,269,786 5,097,321 172,465 3.4%

④ 固定資産税（土地） 4,055,216 4,202,095 ▲146,879 ▲3.5%

⑤ 固定資産税（償却資産） 1,452,590 1,467,912 ▲15,322 ▲1.0%

⑥ 軽自動車税 444,363 434,803 9,560 2.2%

⑦ 市たばこ税 1,412,407 1,471,894 ▲59,487 ▲4.0%

⑧ 入湯税 18,743 19,114 ▲371 ▲1.9%

⑨ 都市計画税 538,589 546,356 ▲7,767 ▲1.4%

（２）地方交付税 25,153,556 25,845,419 ▲691,863 ▲2.7%

① 普通交付税 23,051,294 23,743,990 ▲692,696 ▲2.9%

② 特別交付税 2,102,248 2,101,354 894 0.0%

③ 震災復興特別交付金 14 75 ▲61 ▲81.3%

※実質的普通交付税 26,676,443 27,104,990 ▲428,547 ▲1.6%
（普通交付税＋臨時財政対策債）

※臨時財政対策債を発行可能額一杯 26,946,992 27,732,716 ▲785,724 ▲2.8%

 　発行した場合の実質的普通交付税

　毎年、鳥取砂丘などへの観光客や数々のイベントへの訪問客を受け入れているものの、昨年度は県内でのイベントが
少なかったこと、日帰り旅行やレジャーの多様化などにより入湯客数が伸び悩んでおり、税収が減額となった。（入湯客
数： 127,424人→ 124,952人）

　宅地の地価下落に伴う評価額の下落修正や、商業地等の課税標準が下落し、税収が減少した。

　低価格であることや環境に配慮した仕様が進んでいることもあり、軽自動車への普通自動車からの乗り換えもあって販
売台数が伸び、税収が増加した。（自家用軽四輪車： 45,630台→ 47,236台）

　市街化区域内の土地の評価減少に伴い、税収は減額となった。

　たばこ税（▲0.6億円）の減収及び税率引下げに伴う自動車取得税交付金（▲0.4億円）の減収があったものの、税率の
引き上げによる地方消費税交付金の増収分（3.4億円）が算入されたことの影響等により、基準財政収入額合計が2.0億
円の増となった。
　臨時財政対策債や合併特例債の償還の増による公債費の増（3.8億円）、地域の元気創造事業費の新設（2.5億円）の
一方で、包括算定経費の減（▲3.2億円）、地域経済・雇用対策費の減（▲2.0億円）などにより、基準財政需要額合計が
2.5億円の減となった。
　また、H25年度には錯誤措置による加算（H25:3.5億円、H26:0.1億円）が大きかったことにもより、普通交付税は前年度
対比▲2.9％（▲6.9億円）の減となった。

　課税所得の対象となる25年は、アベノミクスの影響から景気は回復基調にあり、生産・消費ともに持ち直し、個人消費は
弱含みなものの、有効求人倍率は改善傾向となった。このような状況の中、現年課税分の調定額は増加し、徴収率も向
上したことにより（93.7％→94.5％）税収が増加した。

　アベノミクスの影響による円安・株高から引き続き金融・保険業や製造業などで業績が改善傾向にある。その結果、収
入額及び徴収率は向上した。（97.9％→98.4％）

　健康意識の高揚などから1990年代をピークに総販売本数が減少しており、税収は減額となった。（売り渡し本数： 
291,955千本→ 277,678本）

　家屋は据置年度であるため評価額の下落はなく、一方で新増築家屋の増もあり、税収が増加した。

企業の設備投資の抑制により、税収が減少した。
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26年度 25年度 増減 対前年度比

（３）地方譲与税 585,201 612,412 ▲27,211 ▲4.4%

① 自動車重量譲与税 403,426 419,355 ▲15,929 ▲3.8%

② 航空機燃料譲与税 9,343 8,570 773 9.0%

③ 地方揮発油譲与税 172,432 184,487 ▲12,055 ▲6.5%

（４）利子割交付金 60,626 67,786 ▲7,160 ▲10.6%

（５）配当割交付金 148,888 90,440 58,448 64.6%

（６）株式等譲渡所得割交付金 77,174 95,056 ▲17,882 ▲18.8%

（７）地方消費税交付金 2,369,709 1,971,201 398,508 20.2%

① 社会保障財源化分 381,302 0 381,302 皆増

② 一般財源化分 1,988,407 1,971,201 17,206 0.9%

（８）ゴルフ場利用税交付金 19,514 27,391 ▲7,877 ▲28.8%

（９）自動車取得税交付金 90,084 148,139 ▲58,055 ▲39.2%

（10）地方特例交付金 76,624 85,534 ▲8,910 ▲10.4%

（11）交通安全対策特別交付金 26,566 31,089 ▲4,523 ▲14.5%

（12）国庫支出金 11,677,393 12,561,170 ▲883,777 ▲7.0%

（13）県支出金 6,204,094 6,316,197 ▲112,103 ▲1.8%

　扶助費国庫支出金1,078百万円増、地域元気臨時交付金▲1,438百万円皆減、社会資本総合交付金▲551百万円減。

　扶助費県支出金127百万円増、緊急雇用創出事業費▲245百万円減、安心こども基金▲113百万円減。

＜歳入＞

  ・引き上げ分の地方消費税収　３．８億円

＜歳出＞

  ・社会保障関連施策に要する経費　２８１．８億円（うち一般財源１０９．１億円）

（単位：億円） 

Ｈ２６

決算額 国・県支出金 その他 一般財源

社会福祉費（高齢者・障がい者福祉等）　　　　 67.3 49.3 3.4 14.6

児童福祉費（子育て支援施策等）　　　　　　　 109.6 57.0 16.6 36.0

生活保護費　　　　　　　　　　　　　　　　　 46.2 35.1 0.2 10.9

社会保険（国保・介護保険等） 45.0 9.9 0.0 35.1

保健衛生費（医療・健康増進施策等）　　　　　 13.7 0.5 0.7 12.5

歳　出　合　計 281.8 151.8 20.9 109.1

※引き上げ分の地方消費税収は一般財源の一部に充当

【参考：地方消費税収と社会保障関係費について】

区分
財源内訳
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26年度 25年度 増減 対前年度比

（14）その他収入

① 寄附金 246,184 132,279 113,905 86.1%

　○ふるさと納税寄附金 241,918 128,720 113,198 87.9%

　○その他 4,266 3,559 707 19.9%

② 財産収入 849,103 270,303 578,800 214.1%

　○基金運用利子 6,552 6,144 408 6.6%

　○不動産売払い 782,228 175,963 606,265 344.5%

　　　　旧三洋電機南吉方工場跡地売却　720,039千円。

　○財産貸付け 58,345 60,300 ▲1,955 ▲3.2%

　○その他 1,978 27,896 ▲25,918 ▲92.9%

③ 繰入金 875,698 2,730,041 ▲1,854,343 ▲67.9%

（ⅰ）基金繰入金（下記は主なもの） 747,733 556,392 191,341 34.4%

　　○財政調整 0 0 0 -

　　○地域福祉 9,382 54 9,328 17274.1%

　　○農業振興 15,526 7,382 8,144 110.3%

　　○公共施設等整備 2,823 0 2,823 皆増

　　○教育福祉 12,348 1,043 11,305 1083.9%

　　○青少年育成 6,984 424 6,560 1547.2%

　　○殿ダム対策 28,749 152,609 ▲123,860 ▲81.2%

　　○地域振興 589,720 4,940 584,780 11837.7%

　　　　　うち地域の元気臨時交付金分 575,120 0 575,120 皆増

　　○鳥取砂丘応援 77,325 7,355 69,970 951.3%

　　○緑化 3,168 379,870 ▲376,702 ▲99.2%

（ⅱ）他会計繰入金（下記は主なもの） 127,965 2,173,649 ▲2,045,684 ▲94.1%

　　○土地区画 33,935 71,482 ▲37,547 ▲52.5%

　　○介護保険 83,404 33,611 49,793 148.1%

　　○駐車場 7,945 8,393 ▲448 ▲5.3%

　　○土地取得 0 2,059,952 ▲2,059,952 皆減

　　○電気 2,421 0 2,421 皆増

④ 諸収入 9,658,513 8,632,143 1,026,370 11.9%

　○貸付金元利収入 8,633,468 7,617,778 1,015,690 13.3%

　○市預金利子 13,265 12,030 1,235 10.3%

　○雑入等 1,011,780 1,002,335 9,445 0.9%

（15）市債 7,031,649 7,435,800 ▲404,151 ▲5.4%

　○臨時財政対策債 3,625,149 3,361,000 264,149 7.9%

　 　○一般事業債 3,406,500 4,074,800 ▲668,300 ▲16.4%
除
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[ 歳出 ]

（単位：千円）

26年度 25年度 対前年度 増減の主な要因

議会費 514,572 515,379 ▲0.2%
議会中継・放映費7百万円（皆増）、政務活動費交付金6
百万円（▲5百万円）、委員会システム構築費0円（▲2
百万円）

総務費 9,669,651 9,912,378 ▲2.4%

ふるさと納税基金積立金242百万円（皆増）、公共施設
等整備基金積立金588百万円（+83百万円）、市議会議員
選挙執行費72百万円（皆増）、衆議院議員選挙費64百万
円（皆増）、地域振興基金積立金（地域の元気臨時交付
金分）0円（▲575百万円）、職員退職手当積立金0.3百
万円（▲300百万円）、退職手当1,035百万円（▲191百
万円）

民生費 31,850,194 29,891,456 6.6%

臨時福祉給付金支給事業費529百万円（皆増）、私立保
育園運営費2,638百万円（+316百万円）、子育て世帯臨
時特例給付金支給事業費232百万円（皆増）、国民健康
保険団体連合会負担金等3,898百万円（217百万円）、生
活保護費4,508百万円（150百万円）、保育園民営化施設
整備補助金106百万円（皆増）

衛生費 6,089,320 6,221,682 ▲2.1%

Ｂ類疾病予防接種費149百万円（+52百万円）、健康診査
費376百万円（+38百万円）、Ａ類疾病予防接種費386百
万円（+13百万円）、因幡浄苑広域負担金209百万円（▲
116百万円）、住宅用自然エネルギー導入促進事業費89
百万円（▲53百万円）

農林水産業費 3,563,775 3,381,137 5.4%

多面的機能支払交付金48百万円（皆増）、青年就農給付
事業費（経済対策）27百万円（皆増）、農業基盤整備促
進事業費30百万円（+20百万円）、間伐拠出支援事業費
38百万円（+16百万円）

商工費 11,203,937 12,220,720 ▲8.3%

制度融資資金7,613百万円（+1,092百万円）、企業立地
促進補助金401百万円（+343百万円）、三洋跡地取得活
用事業費1百万円（▲1,785百万円）、工業団地分譲推進
事業費159百万円（▲170百万円）、砂の美術館駐車場整
備事業費0円（▲143百万円）、プレミアム付き商品券発
行事業費0円（▲97百万円）

土木費 6,987,047 9,063,744 ▲22.9%

駅南団地ストック総合改善事業工事費186百万円（+179
百万円）、都市再生整備事業費（用瀬地区）122百万円
（+112百万円）、殿ダム対策費29百万円（▲500百万
円）、地方道路整備交付金事業費（経済対策）0円（▲
491百万円）、全国都市緑化フェア開催事業費0円（▲
380百万円）、工業団地整備関係事業費20百万円（▲224
百万円）

消防費 2,606,319 3,210,259 ▲18.8%

消防ポンプ車格納庫建設事業費44百万円（+32百万
円）、消防ポンプ車購入費43百万円（+23百万円）、消
防緊急無線整備事業費（地域の元気臨時交付金活用事業
費）0円（▲577百万円）

教育費 6,805,034 7,063,687 ▲3.7%

北中学校校舎改築事業費（経済対策）374百万円（皆
増）、地区公民館耐震補強事業費188百万円（皆増）、
千代南中学校校舎改築事業費18百万円（▲548百万
円）、南中学校校舎改築事業費0円（▲140百万円）、鳥
取市弓道場整備事業費0円（▲127百万円）

災害復旧費 151,462 202,488 ▲25.2%
農林水産業施設災害復旧費93百万円（+2百万円）、公共
土木災害復旧費58百万円（▲53百万円）

公債費 11,865,988 11,553,565 2.7%

合併特例事業債償還2,044百万円(+266百万円)、臨時財
政対策債償還2,217百万円(+255百万円増)、学校教育施
設等整備事業債償還1,019百万円(+109百万円)、厚生福
祉施設整備事業債151百万円（▲216百万円）、公共事業
等債530百万円（▲58百万円）、過疎対策事業債275百万
円（▲55百万円）、地域総合整備事業債626百万円（▲
39百万円）

合　計 91,307,299 93,236,495 ▲2.1%
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(単位：千円）

歳   入 歳   出 差   引
繰越明許費、
事故繰越等

実質収支

a b c=a-b d c-d

一 般 会 計 93,288,996 91,307,299 1,981,697 442,660 1,539,037

土 地 区 画 整 理 費 373,493 277,073 96,420 0 96,420

簡 易 水 道 事 業 費 1,321,546 1,299,705 21,841 17,622 4,219

公 設 地 方 卸 売 市 場 事 業 費 125,658 123,689 1,969 0 1,969

駐 車 場 事 業 費 30,764 30,764 0 0 0

国 民 健 康 保 険 費 20,332,782 19,849,907 482,875 0 482,875

高齢者・障害者住宅整備資金貸付事業費 1,117 931 186 0 186

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業 費 58,488 52,030 6,458 0 6,458

土 地 取 得 費 701,058 701,058 0 0 0

墓 苑 事 業 費 30,109 29,325 784 0 784

介 護 保 険 費 17,933,116 17,358,097 575,019 1,666 573,353

財 産 区 管 理 事 業 費 8,529 5,147 3,382 0 3,382

温 泉 事 業 費 80,414 79,642 772 0 772

観 光 施 設 運 営 事 業 費 21,706 21,706 0 0 0

介 護 老 人 保 険 施 設 事 業 費 81,804 81,804 0 0 0

後 期 高 齢 者 医 療 費 1,889,712 1,883,497 6,215 0 6,215

電 気 事 業 費 37,332 36,840 492 0 492

特別会計小計 43,027,628 41,831,215 1,196,413 19,288 1,177,125

合　　　　計 136,316,624 133,138,514 3,178,110 461,948 2,716,162

区          分

平成２６年度　一般会計、特別会計における実質収支の状況
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[ 財政分析 ]

（１）経常収支比率

（２）市債残高（一般会計）

（３）基金残高（一般会計）

　平成２７年度から普通交付税の段階的な減少（合併算定替の終了）が始まっても、必要な事業に制約
を加えることなく継続できる財政基盤を構築するため、従来より定員適正化の推進や市債発行の抑制な
どに努め、計画的に経常経費である人件費と公債費を縮減してきました。
　２６年度決算では、公債費に充当した一般財源等は、市債発行の抑制と繰上償還の効果により、対前
年度▲1億円減の107億7千万円となりました。
　人件費に充当した一般財源等は、保育現場等における臨時的任用職員の処遇改善を図るため等の
理由で導入した任期付短時間職員制度等の影響もあり、対前年度4億8千万円増の104億7千万円にな
りましたが、定員適正化の着実な実施により、職員数は減少（Ｈ26.4→Ｈ27.4：▲22人）しています。
　また、生活保護費、国民健康保険団体連合会負担金、介護保険費特別会計等福祉関係の特別会計
及び下水道等事業会計への繰出の増加等により、扶助費、補助費及び繰出金に充当した一般財源等
が増加し、経常経費一般財源全体では、対前年度13億2百万円増の455億8千万円となりました。
　経常収入一般財源は、臨時財政対策債を含めた実質的普通交付税が減少（決算ベース：▲428,547
千円、<参考>臨時財政対策債の発行可能額フル活用ベース：▲785,724千円）する一方で、税収の増、
地方消費税交付金の増により、対前年度1億円増の529億9千万円になりました。
　このような中、先に述べた人件費、扶助費、補助費等への充当一般財源の増に加え、消費税引き上げ
に伴う委託費の増、施設の老朽化に伴う維持補修費の増などにより、経常収支比率は前年度より2.3ポ
イント増加の86.0％となりました。
　今後も、施設の老朽化等に伴う維持補修費の増大、少子高齢化の進展などによる扶助費の増大、普
通交付税の段階的縮小などにより、この指標は悪化することが懸念されますが、引き続き公債費の縮減
に取り組むとともに、市税増収のための観光振興や企業誘致等に戦略的に取り組み、財政の健全化に
努めていきます。

　市債発行の抑制や繰上償還の取り組みにより、２６年度末における市債残高は対前年▲34億9千万円
減の964億8千万円となりました。市債残高のピークは１７年度ですが、それ以降、９年連続で減少し、２６
年度末は１７年度末に比べて▲282億8千万円の縮減となっています。
　この数値には、地方交付税の財源不足により、発行を余儀なくされている臨時財政対策債（発行可能
額の元利償還金はすべて交付税措置）が含まれています。臨時財政対策債については、近年の取り組
みを継続し、将来の負担を軽減するため発行可能額より実際の発行額を抑制しましたが、前年度より2
億6千円増となる36億3千万円の借り入れとなりました。（発行可能額：26年度39億円）
　本市が責任を負わないこの臨時財政対策債を除いた市債残高、いわゆる実質的な市債残高は、２６
年度末において、対前年度▲52億1千万円減の640億4千万円となっています。この臨時財政対策債を
除いた市債残高のピークは１６年度末の1,122億円となっており、実質的には１０年間で▲481.6億円の
市債を縮減したことになります。

　２６年度も、基金に依存しない予算編成を行う中で、一時的に積み立てていた国の地域元気交付金を
5億8千万円、同じくふるさと納税寄附金を1億2千万円取り崩したほか、新庁舎建設を進めていくための
測量委託業務の財源として公共施設等整備基金を0.3千万円などの取り崩しを行いました。
　その一方で、平成27年度から始まる普通交付税の段階的減少や今後本格的に着手する市庁舎整備
や市有施設の耐震化などに備え、財政調整基金に2億円、公共施設等整備基金に5億9千万円積み増
しを行いました。あわせて、ふるさと納税寄附金を来年度の事業に充当するため2億4千万円積み立てた
結果、一般会計の年度末基金残高は前年度より3億2千万円増の138億2千万円となり、７年連続で増
加しました。国と地方財政の三位一体改革や市町村合併後の一時的な財政需要に対応するため、１９
年度に66億8千万円にまで減少した基金残高も、２倍以上に回復しています。
　なお、土地開発基金につきましては、企業誘致の推進を図る観点から、三洋電機南吉方工場跡地を
購入するための財源として取り崩したことで２５年度末残高が一時的に減少しましたが、２６年度はその
一部の売却に伴い7億円の積み立てを行った結果、年度末残高が19億1千万円となりました。
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（４）実質公債費比率

（５）将来負担比率

　この指標は、国が定めた一定のルールに従って算出した、その自治体が標準的に収入し得る一般財
源（標準財政規模）に占める公営企業、一部事務組合、広域連合、地方公社等を含めた実質的に将来
負担すべき債務残高の割合を表しており、１人当たり市債残高などと違って、適切に自治体間比較ので
きる指標のひとつです。
　２６年度の将来負担比率は、今まで述べたように、近年主体的に進めている市債の繰上償還、財政調
整基金、公共施設等整備基金などへの積み増しなどが功を奏し、前年度より12.4ポイント改善の、87.3%
となりました。この指標の公表が義務付けられた１９年度決算時点から７年連続での改善となり、赤信号
と言われる基準350％を大きく下回っています。
　今後は、平成27年度から普通交付税の段階的減少が始まること、市庁舎・可燃物処理場の整備、市有
施設の耐震化などの事業推進を図ることなどから、この比率が一時的に上昇することも見込まれますが、
赤信号となる水準まで悪化するような事態は招きません。

　市町村合併後、徹底して取り組んでいる市債発行の抑制効果によって、公債費が２０年度をピークに
減少傾向にあることや２５年度に戦略的に行った任意の繰上償還（319,616千円）により２６年度の元利
償還金額が37,034千円縮減できたことなどから、実質公債費比率（過去３か年平均値）は12.9％となり、
前年度の14.3％に比べて1.4ポイント改善しました。市町村合併後、初めて減少に転じた２１年度から６
年連続の減少となります。実質公債費比率の単年度値については、合併特例債の優先的活用などによ
り、交付税措置の高い市債の比率が高まっていることも相まって、１８年度の18.4%をピークに着実に減少
しています。（２４年度14.1％、２５年度13.5％、２６年度11.3％）
　今後も、市庁舎・可燃物処理場の整備、市有施設の耐震化などに合併特例債を活用することとしてい
ますが、活用したとしても公債費の逓減傾向は続く計画となっています。
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積立額 取崩額 積立額 取崩額 積立額 取崩額

１財政調整 200,783 1,978,417 200,708 1,777,634 200,595 1,576,926

２減　債 439 978,257 438 977,818 435 977,380

３人づくり・まちづくり 149 149 330,923 149 149 330,923 147 147 330,923

４福祉施設整備 12 26,227 12 26,215 12 26,203

５地域福祉 58 9,382 120,405 10,107 54 129,729 608 1,044 119,676

６市行造林 12 26,158 12 26,146 12 26,134

７教育福祉振興 29 12,348 52,032 14,186 1,043 64,351 887 1,038 51,208

８市立学校 95 7,331 94 7,236 94 7,142

９特別支援学級教育振興 1 1 1,200 1 1 1,200 1 6 1,200

10青少年育成 8 6,984 11,472 7,716 424 18,448 264 945 11,156

11少年スポーツ振興 8 16,469 7 16,461 7 16,454

12中山間地域農村活性化 3 8,001 4 7,998 4 7,994

13集落排水事業推進 16,695 200,804 21,153 184,109 44,774 162,956

14公共下水道事業推進 5,431 44,263 5,550 395 38,832 5,420 1,596 33,677

15農業振興 686 15,526 334,360 701 7,382 349,200 889 10,061 355,881

16公共施設等整備基金 588,017 2,823 4,550,228 505,303 3,965,034 1,001,465 141,633 3,459,731

17中山間ふるさと･水と土保全 2 4,831 2 4,829 2 4,827

18漁港建設事業推進 9,613 67,286 9,608 57,673 9,603 48,065

19電源立地対策交付金基金 0 0 0

20殿ダム水源地域対策基金 111 28,749 195,987 175 152,609 224,625 200 82,267 377,059

21地域振興基金 2,059 589,720 4,001,343 590,774 4,940 4,589,004 5,007 28,883 4,003,170

22鳥取砂丘応援基金 33 77,325 6,602 83,540 7,355 83,894 7,323 6,926 7,709

23職員退職手当基金 269 600,708 300,135 600,439 134 300,304

24緑化基金 2 3,168 2,708 6,044 379,870 5,874 207 85,684 379,700

25大規模飼料作経営安定化基金 6 1,558 12,183 9 2,170 13,735 46,006 30,110 15,896

26ふるさと納税基金 241,918 241,918

　　　合　　 　計 1,066,439 747,733 13,820,113 1,756,428 556,392 13,501,407 1,324,096 390,340 12,301,371

1土地開発 701,058 1,908,044 600,679 2,059,952 1,206,986 273,739 2,666,259

※　ただし上記積立額等には出納整理期間中の増減を含む

(単位：千円)

積立金の年度別残高　（一般会計管理分）

26 年 度 末
現 在 高

平成２４年度 24 年 度 末
現 在 高

基　金　の　名　称
平成２５年度 25 年 度 末

現 在 高

平成２６年度
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